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コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくりは，居住地選択や交通行動の変化を通じて都市構造へ

影響を与えると考えられるため，関連する計画策定のためには，土地利用と交通の相互作用を考慮した都

市モデルによる将来都市構造予測に基づいた評価が必要とされている．土地利用に関しては詳細な個人・

世帯属性を考慮可能な都市マイクロシミュレーションの開発が進められており，交通モデルを統合するこ

とで詳細な交通行動を考慮した将来都市構造予測分析が可能となるが，交通モデルを統合した都市マイク

ロシミュレーションの開発に関しては十分な研究蓄積がなされていない．そこで本研究では，都市マイク

ロシミュレーションへ組み込まれるべき交通モデルについて，立地適正化計画における交通に関する現状

分析・施策・指標の調査に基づき要件を整理する．また，要件整理の結果選定されたアクティビティベー

スモデルについて，具体的なモデル構造の検討を行う． 

     Key Words: urban microsimulation, transportation model, activity based model, model structure, loca-

tion optimization plan 
 
 

1. はじめに 

 

現在，我が国の人口は減少を続け，高齢者人口は，

2020 年には 3534 万人となり，高齢化率は 28.7 %と

なり，年々上昇している．今後，総人口が減少する

中，高齢者が増加することで高齢化率が上昇すると

見込まれている 1)．そのため都市の低密度化や都市

機能の低下などの問題が起きており，また交通の分

野では，モータリゼーション等の影響により，公共

交通機関が衰退している．これらの問題への対応策

として，平成26年に立地適正化計画が制度化された．

立地適正化計画は，居住機能や医療・福祉・公共交

通等の様々な都市機能の誘導によるコンパクトなま

ちづくりと地域交通の再編との連携による，「コン

パクトシティ・プラス・ネットワーク」のまちづく

りを進めるものである 2)．  

 都市計画を立案・作成するにあたり，都市構造や

人口動態などの分析・予測に基づいた評価が必要で

ある．今後コンパクト・プラス・ネットワーク型の

都市づくりが進められれば，交通条件等の変化によ

り人々の居住地選択へ影響を及ぼすことが予想され

る．そのため，土地利用と交通の相互作用を考慮し

た都市モデルによる政策評価の必要性が高まってい

る．土地利用に関しては，近年マイクロシミュレー

ションによるモデリングの開発が進められている 3)-

11)．さらに交通モデルを統合することで，より詳細

な交通条件を考慮して都市構造予測を行うことが可

能になるが，その都市政策の視点からの交通モデル

の要件は明らかになっていない．西島らが行った研

究 12)では，立地誘導政策の評価のために，自治体の

規模や立地適正化計画から現状の居住誘導政策につ

いて整理・分析を行った上で，マイクロシミュレー

ションモデルの改良を行っている．しかし都市機能，

居住誘導政策に関する整理についてのみ行われてお

り，交通に関する施策や評価指標などの項目につい

て詳細な整理分析は行われていない． 

また杉木らが行った研究 13)では，過去のマイクロ

シミュレーションの適用事例について整理した上で，

我が国での適用に向けての課題について述べられて

いる．その他適用状況や課題についてまとめられて

いる研究は存在する一方で，実際にマイクロシミュ

レーションと交通モデルを統合した都市モデルにつ

いての研究は十分に蓄積されていない． 

以上を踏まえ，本研究では，交通施策の評価や目

標値の妥当性を検証するため，マイクロシミュレー

ションと統合する交通モデルの要件や構造の検討を

行うことを目的とする．そのためにまずは全国の自

治体が策定・公表している立地適正化計画を参照し
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て，現状分析・政策・指標について交通に関連する

内容を整理・分析し，都市政策評価のための指標，

およびそれらの指標の算出のために必要な交通モデ

ルの要件について整理を行う．さらに，要件整理に

基づいて選定された交通モデルについて，具体的な

モデル構造の検討を行う． 

 

2. 交通の位置づけに関する分析 

 

(1) 分析方法 

 本研究では，立地適正化計画において，交通面に

関する現状分析・施策・評価指標について，キーワ

ードにより各分析項目を実施している自治体の割合

を算出し，考察を行う．また目標については，現状

分析・施策・評価指標との整合性を把握するために

整理を行う．そのため割合は算出せず，項目内容の

み取り扱う． 

 分析対象とする自治体は，国土交通省により公開

されている「各都市における立地適正化計画作成の

主な取組」をもとに決定した 14)．令和 5年 3月 31日

時点で 675 都市が具体的な取り組みを行っており，

そのうち 504 都市が計画を公開している．その中で，

「各都市における立地適正化計画作成の主な取組」

に記されている，各自治体から計画書がダウンロー

ド可能な 356都市を本研究の分析対象とした． 

 

(2) 分析結果 

a) 現状分析 

 現状分析の項目について整理を行った結果を図-1

に示す．利用者に関する項目を見ると，鉄道・バス

の割合が多いことがわかる．一方で，路面電車やデ

マンド型乗合タクシーなどの交通機関は割合が低か

った．これは路面電車やデマンド型乗合タクシーは，

全国的には普及していないため，相対的に分析を実

施している割合が低くなっていると考えられる． 

勢圏に関する項目では，駅・バス停ともに高いこ

とがわかる．このことから，公共交通空白地域の把

握が，今後の居住誘導において重要視されている． 

自動車関連の項目の割合は低く，交通全体に関す

る項目では交通手段分担率の割合が高くなった．こ

れは，自動車のみについて分析するのではなく，各

交通機関がどの程度使われているのかを把握した上

で，公共交通の分担率の向上を計画の目的としてい

るためであると考えられる． 

全体を通して，利用者や勢圏，分担率の分析の割

合が高いことが分かった．よってこれらの指標は計

画の評価において重要な項目であることが考えられ

る．一方で，歩行者等に関する分析はあまりなされ

ていないことから，技術的に評価しやすい指標が採

用され，本来分析されるべき指標が評価の難しさな

どの理由から採用されていない可能性がある． 

b) 施策 

施策の項目について整理した結果を図-2 に示す．

再編・拡大・整備では，バス，コミュニティバス，

デマンド型乗合タクシーの割合が高かった．一方で， 

図-1 現状分析の項目別実施割合 

 

BRTや LRT，路面電車に関する割合は低かった．こ

のことから，現状運行している路線や交通機関を強

化する施策は立案・実施しやすく，新たに路線の新

設や街の改造を伴う BRT や LRT などの新交通シス

テムは導入しづらい施策であると考えられる． 

公共交通の利用環境に関しては，バス利用環境の

改善や駅の関連施設整備・改善の項目が高く，前述

したように既存の施設の改善など取り入れやすい施

策となっている．駅の関連施設整備・改善に関して

は市街地の中心として賑わいの創出のためや，公共

交通の結節点の周辺施設として利用者向上につなが

るために設定されている割合が高くなっていると考

えられる． 

歩行環境については，歩道の整備や自転車利用環

境が高いことがわかった．これは居住誘導や都市機

能誘導を行うことで，コンパクト化された市街地を

自動車や免許を持たない高齢者や子供などが行き来

できるようするためであると考えられる． 

交通全体に関する項目では，結節点の強化や乗継

拠点の強化に関する項目が高い結果となった．市街

地をコンパクト化するに伴い，多くの交通機関が 1

つの拠点に集中することになるため，混雑などの問

題が起きる可能性がある．また利用環境と同様に，

市街地・拠点の中心的な施設として，公共交通機関

の利用者の増加を目的とする場合も考えられる． 

全体を通して，MaaS や遠隔操作バスなどを含む

新交通システムの割合が低いことや，路線バス・コ

ミュニティバスの強化，利用環境改善などの割合が

高いことから新たに路線の開発などを伴う新技術の

導入より，既存の施設や路線の強化に関する施策が

高くなっている． 

c) 評価指標 

評価指標の項目について整理を行った結果を図-3

に示す．評価指標に関しては，アウトカム指標とア

ウトプット指標に区分し，2 自治体以上において記

載のある指標を分析した． 

アウトカム指標については，バスや鉄道の利用者

や勢圏，歩行者の割合が高いことがわかった．これ
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については現状分析と同様の傾向が得られたことか

ら，これらは評価に必要な指標と考えられる．一方

で，新交通システム，路面電車，LRT 等に関する指

標，高齢者に関する指標が少なく，新たな分析指標

として加える必要があると考えられる． 

アウトプット指標については，項目が少なく、割

合も全体的に低い結果となった．これはアウトプッ

ト指標がサービス水準そのものを測る指標であり，

本来の成果を測る指標ではないため，項目数が少な

くなっていると考えられる． 

全体を通して，項目数が多く，出力すべき指標と

しての候補が広がったが，割合については現状分析

と同様の項目の割合が高くなった． 

d) 目標と現状分析・施策・評価指標の整合性 

 本節ではこれまでに整理した項目を目標ごとに分

類することで，目標との整合性という視点で，各指

標の重要性や不足している指標についての考察を行

う．目標は項目内容のみ取り扱い，割合については

算出しない．結果を表-1に示す．公共交通，結節点，

移動性・利便性・歩行，高齢者・安心・安全の 4 分

野に分けて考察を行う． 

 公共交通の分野については，公共交通全体に関す

る目標が多く，評価指標や現状分析，施策でも項目

が多かった．そのためモデル分析においても，公共

交通全体についての出力指標を考慮すべきであると

いえる．バスや鉄道に関しては，現状分析や評価指

標でも高い割合で分析が行われており，また施策と

も整合しているため，目標におけるバスや鉄道の重

要性が分かる．BRT やデマンド型乗合タクシー，新

交通システムなどについては，分析上では割合が低

かったものの施策とは整合していたため，今後の交

通需要を予測するにあたり考慮すべき交通手段であ

る． 

結節点に関する分野では，目標では「まちづくりの

ため」や「交通の結節点の発展」があり，施策とし

ても拠点の強化等が取り入れられているが，分析や

評価指標としては取り入れられている数が少ない．

そのため交通の結節点についても考慮すべき必要が

あると言える． 

 移動性・利便性・歩行に関する分野では，施策と

評価指標が整合しており，今後の都市のコンパクト

化に伴い、都市内を徒歩や自転車で移動することは，

重要な要素であるため，出力指標として考慮すべき

であると考える． 

 高齢者・安全・快適に関する分野では，多くの目

標が設定されており，将来的にも十分に考慮すべき

指標である．しかし現状では全く分析されていない．

評価指標としてすでに取り入れられている項目はも

ちろんのこと，高齢者についての分析項目を追加す

べきと考える． 

 

3. 交通モデルの特徴 

 

(1) 検討対象の交通モデル 

本研究では，アクセシビリティベースモデル，ト 

 

図-2 施策の項目別実施割合 

 

図-3 評価指標の項目別実施割合 

 

リップベースモデル，アクティビティベースモデル

の 3種類について検討した． 

アクセシビリティベースモデルは，施設アクセス

性に関するアクセシビリティ指標を算出するモデル

である．利便性を定量的に評価することができ，ア

クセス性は，施設アクセスリンクの重みをアクセシ

ビリティ指標に付与することで表現される．アクセ

シビリティモデルを用いた既往研究として長尾ら 15)

の研究がある．この研究では，個人と世帯，それら

が立地する都市空間を対象としてマルチレイヤネッ

トワークモデルを構築し，主体属性や土地利用変化，

施設アクセスをネットワークで記述している．  

トリップベースモデルは，ゾーンごとにトリップ
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を解析対象とし，前のステップの出力を前提に次の

ステップを推定する段階型のモデルである．既往研

究として，菊池ら 16)の研究が挙げられる．この研究

では 5 年に一度全国で実施している全国都市交通特

性調査の都市セグメントデータを用いて発生・分

布・帰宅・分担モデルを構築し，OD 表を作成した

上で，携帯基地局データによる移動量により補正を

行う方法を開発し，実都市での OD 表との比較検証

を行っている． 

アクティビティベースモデルは，移動が個人の活

動の派生需要であるという考え方の下，活動自体を

解析対象とするモデルである．非集計データを扱う

ことで細かな表現や選択肢に関する時空間的な制約

条件の反映，個人間の相互作用の考慮が可能になる．

既往研究として，信夫ら 17)の研究がある．この研究

では，自動運転型地域交通システム導入後の生活交

通の利便性評価手法として， 

交通行動の世帯構成間での相互依存性を考慮したア

クティビティベースモデルを構築し，実都市への適 

 

用を行っている． 

 

(2) 各交通モデルの特性 

 各交通モデルの特性を表-2に整理した．個人の意

思決定や属性などを深く考慮すべき場合にはアクテ

ィビティベースモデルが最も優れている．一方，分

析そのものの難易度や処理速度，収集データ量の項

目では，アクセシビリティベースモデルが最も優れ

ている． 

 

4. 交通モデルの基本仕様の検討 

 

(1) 指標と交通モデルの整合性 

a) 分析した指標と交通モデルの整合性 

 現状分析や評価指標の分析を行った結果，主な指

標として勢圏，アクセシビリティ指標，利用者の指

標，交通量の指標，分担率の指標が挙げられた．表

-3にそれぞれの整合性を示す．勢圏や交通量，分担

率，歩行者数に関する指標については，アクセシビ 

 

表-1 目標と現状分析・施策・評価指標との整合性 

 現状分析　項目 施策 アウトカム指標 アウトプット指標

・公共交通の持続 ・交通手段分担率 ・地域公共交通網形成計画 ・公共交通分担率（利用率）（自動車・自動車以外の分担率） ・公共交通の路線距離

・サービスレベル ・乗用車保有台数 　との連携 ・公共交通利用回数 ・公共交通軸数

・新たな需要創出 ・自動車分担率 ・モビリティマネジメント ・公共交通利用者 ・人材確保の取組回数

・公共交通の利用促進 ・免許保有率 ・公共交通を利用するようにしている割合 ・イベント実施回数

・公共交通網の形成 ・自動車総走行 ・1便当たりの乗客数増加率 ・自主運行の実施地区

・効果的な公共交通の構築 ・アクセシビリティ指標 ・アクセシビリティ

・公共交通の充実 ・自動車交通量

・公共交通全体の活性化 ・自動車総走行台キロ

・自動車に頼らずに暮らせる ・公共交通満足度 ・公共交通全体の満足度

　環境 ・車を利用しない市民の日常移動に対する満足度

・公的負担額 ・公共交通利用金額

・事業収支率

・公共交通空白地域の人口割合

・公共交通が便利な地域に住む市民の割合

・公共交通沿線地域の人口密度

・自宅から都心や拠点に公共交通で30分以内に行ける人口

・自家用車を利用しなくても困らない

交通網 ・公共交通網

・ICT化 ・ICカード利用者

・公共交通の質的充実 ・乗車カード利用率

・バス利用者 ・バス路線の再編・維持 ・バス分担率 ・バス路線数

・コミュニティバス利用者 ・デマンド型バスの再編・維持 ・バスの利用率（路線バス・コミュニティバス） ・バス運行本数

・バス停勢圏 ・市営バスの再編・維持 ・バス利用者（路線・コミュニティ・市民・循環バス） ・バス・タクシー系統数

・バス運行頻度 ・スクールバスの再編・維持 ・バス停勢圏 ・バス待ち時間

・コミュニティバス運行頻度 ・バス利用環境の改善 ・バス利用回数

・BRTの再編・維持 ・BRT利用者 ・BRT運行本数

・BRT勢圏

・BRT利用率

・乗合タクシー利用者 ・デマンド交通整備率

・デマンド交通利用者

・デマンド利用回数

・鉄道利用者 ・鉄道・市電との連携 ・鉄道分担率（利用率） ・鉄道運行本数

・駅勢圏 ・鉄道利用者 ・快速・急行の停車駅の維持

・鉄道運行頻度 ・駅勢圏

・鉄道利用回数

・路面電車利用者 ・路面電車の再編・維持 ・モノレール利用者

・LRTの再編・維持

・タクシー運行頻度 ・一般タクシー利用者 ・バス・タクシー系統数

・航路利用者

・新交通システムの整備 ・新たな公共交通事業の参入

・交通結節点に都市機能が集約 ・駅関連施設の整備・改善 ・駅周辺施設の利用者

　された便利なまちづくり ・乗り継ぎ拠点強化 ・結節点利用者 ・交通結節点における結節数

・交通結節点 ・結節点強化

・トランジットモールの整備

・地域間の移動性の確保 ・道路整備状況 ・道路網の強化 ・都市計画道路の整備率

・移動手段が確保されたまち ・広域ネットワーク形成

・交通利便性の向上 ・幹線道路整備

・自転車利用環境 ・自転車交通量

・自転車分担率

・環境対策 ・CO2排出量

・歩行者数 ・歩行環境の充実 ・歩行者数

・通学路の整備 ・徒歩分担率

・1日の平均歩数

・安全・安心の推進 ・安心・快適 ・高齢者の外出率 ・歩道バリアフリー化

・高齢者が外出しやすい環境整備 ・バリアフリー化 ・65歳以上運転免許保有者数

・安心して住み続けられる

　環境づくり

人口
割合等

公共交通
全体

（他の施
策

目標とも
関連）

バス

公共
交通

高齢者
安心
快適

安心
高齢者

意識面
（満足度）

交通面

移動性
利便性
歩行

道路網

自転車

環境

歩行

タクシー

飛行機

新交通

結節点

駅関連施設

乗継拠点
結節点

BRT

デマンド
乗合

・デマンド乗合
　タクシー利用者

・デマンド型乗合タクシーの
　再編・維持

鉄道

路面電車
LRT

モノレール

目標 施策　分類

財政面

利用
環境
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リティベースモデルでは表現できない． 

b) 求められる機能と交通モデルの整合性 

 目標において高齢者が取り上げられているため，

分析や施策で取り上げられる必要があるにもかかわ

らず，現状では分析上あまり行われていなかった．

そのため属性別の各指標の算出が必要であると考え

た．また新交通システムや MaaS，同乗交通につい

ても，項目としてあまり取り入れられていなかった

が，今後の公共交通として考慮すべき項目であると

考えられる． 

 検討した指標と交通モデルの整合性を示したもの

を表-4に示す．属性別の各指標については，アクテ

ィビティベースモデルでは全てカバーできるが，他

の 2 モデルでは可能な指標とそうでない指標に分か

れた．また新交通システムや MaaS，同乗交通につ

いてもアクティビティベースモデルのみがカバーし

きれている． 

 

(2) 基本仕様の検討結果 

 3.(2)で各モデルにおいて考慮可能な特性を比較し

たところ，データの処理に関しては劣ったものの，

その他の機能に関しては，アクティビティベースモ

デルが最も優れていた．また立地適正化計画の分析

結果を踏まえて，現状の分析において重要とされる

評価指標は，公共交通勢圏人口，アクセシビリティ

指標，利用者数の指標，交通量の指標，分担率の指

標，歩行者数の指標の 6 種類であった．これらの項

目についてカバー出来ている交通モデルはトリップ

ベースモデルとアクティビティベースモデルであっ

た．さらに，将来的に考慮すべき項目として，属性

別の勢圏人口，アクセシビリティ指標，交通量・利  

用者数・歩行者数，分担率などに加えて，新交通シ

ステム，MaaS同乗交通の 7項目を挙げた．結果とし

てアクティビティベースモデルが最も多く全ての項

目において評価できることが明らかとなった． 

以上を踏まえて，マイクロシミュレーションに組

み込むべきコンパクト＋ネットワークを考慮した交

通施策の評価に適した交通モデルは，アクティビテ

ィベースモデルであると結論付けた． 

 

5. アクティビティベースモデル 

 

(1) アクティビティベースモデルの基本構造 

a) モデルの概要 

 モデル構造の検討をするにあたり，本研究では，

藤井らによって開発された生活行動マイクロシミュ

レーション PCATS18)や，川島ら 19)によって開発され

たアクティビティベースモデルを参考とした． 

 本モデルは，生活行動を固定活動と自由活動に分

類し，交通手段は自動車，公共交通，徒歩，自転車，

送迎の中から選択する． 

b) 分析フロー 

 アクティビティベースモデルの分析フローを図-4

に示す．まず STEP1では，全員分の固定活動有無

を決定し，全員の車の有無について決定した後，固 

表-2 各交通モデルの特性 

 

表-3 分析した指標と交通モデルの整合性 

 

表-4 求められる機能と交通モデルの整合性 

 

定活動の有無と車の有無別のリストを作成する．固

定活動がありと判定された人に対して固定活動の目

的地と活動開始・継続時間を決定する． 

STEP2-1 では，固定活動がある人で車がある人に

対して，交通手段を決定する． 

STEP2-2 では，固定活動がある人で車が無い人に

対して，交通手段を決定する．この STEP では，車

が無い人を考慮するため，始めに送迎されうるかの

判定を行う．その際，世帯内での車の有無，世帯内

で車を運転できる人がいるかどうか，送迎する側の

人が固定活動を行うかどうかについて，判定を行う．

その後，送迎されうる人とそうでない人の交通手段

の決定を行う． 

STEP3-1 では，車が無い人の自由活動を決定する．

固定活動がある人の処理は，まず固定活動前の自由

活動の有無の決定を行う．ある場合は，送迎されう

るかの判定後，目的地の決定，活動開始・継続時間，

交通手段の決定を行う．その後固定活動後の自由活

動の有無について判定を行い，自由活動に関する同

様の処理を行う．自由活動の複数回の有無について

判定を行った後，無しであれば帰宅の処理を行う．

固定活動が無い人の処理は，自由活動の有無につい

て決定した後，ありの場合，送迎されうるかの判定

を行う．その後目的地，活動開始・継続時間，交通

手段の決定を行う．その後自由活動が複数回あるか

どうかを判定し，複数回無い場合は帰宅の処理を行

う． 

STEP3-2 では，車がある人の自由活動を決定する．

アクセシビリティ
ベースモデル

トリップ
ベースモデル

アクティビティ
ベースモデル

個人・世帯属性 〇 △ ◎

手段選択 × 〇 〇

経路選択 〇 ◎ ◎

免許保有率 × 〇 〇

トリップチェイン × △ ◎

誘発交通 × 〇 ◎

時間帯 × △ ◎

行動論（意思決定） △ 〇 ◎

データ量（効率） ◎ 〇 △

処理の難易度 ◎ 〇 △

処理時間 ◎ 〇 △

アクセシビリティ
ベースモデル

トリップ
ベースモデル

アクティビティ
ベースモデル

公共交通勢圏人口 〇 〇 〇

アクセシビリティ指標 〇 〇 〇

利用者数 × 〇 〇

交通量指標 × 〇 〇

分担率指標 × 〇 〇

歩行者 × 〇 〇

アクセシビリティ
ベースモデル

トリップ
ベースモデル

アクティビティ
ベースモデル

勢圏人口 〇 △ 〇

アクセシビリティ指標 〇 △ 〇

交通量・利用者数・歩行者数 × △ 〇

分担率 × △ 〇

× 〇 〇

× △ 〇

× × 〇

求められる機能

属性別

新交通システム

MaaS

同乗交通
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送迎をするかの判定を行う．ありの場合，送迎を行

い，その後自由活動の有無の判定を行う．固定活動

がある人に対しては，固定活動前と固定活動後の自

由活動の有無の判定を行い，ある場合には目的地，

活動開始・継続時間，交通手段の決定を行う．その

後複数回あるかどうかの判定を行い，無しであれば

帰宅の処理を行う．固定活動が無い人に対しては自

由活動の有無を判定し，ある場合には目的地，活動

開始・継続時間，交通手段の決定を行う．その後複

数回あるかどうかの判定を行い，無しであれば帰宅

の処理を行う． 

各個人の活動について処理を行い，決定した後，

STEP4において経路選択を行う． 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 アクティビティベースモデルの分析フロー  
 

(2) 各活動の決定方法 

a) 活動内容選択モデル 

 アクティビティダイアリー(AD)データにより固定

活動選択確率および自由活動選択確率を算出し，モ

ンテカルロ法により確率的に活動内容を決定する．

固定活動の有無を(1)，固定活動種別選択確率を(2)，

自由活動の有無を(3)，自由活動種別選択確率を(4)

に示す． 

𝑃𝑎𝑔𝑤
𝐹𝐼𝑋 =

𝑁𝑎𝑔𝑤
𝐹𝐼𝑋

𝑁𝑎𝑔𝑤
               (1) 

𝑃𝑎𝑔𝑤
𝑓𝑖𝑥

=
𝑇𝑎𝑔𝑤
𝑝

𝑇𝑎𝑔𝑤
𝑝                (2) 

𝑃𝑎𝑔𝑤
𝐹𝑅𝐸𝐸 =

𝑁𝑎𝑔𝑤
𝐹𝑅𝐸𝐸

𝑁𝑎𝑔𝑤
              (3) 

𝑃𝑎𝑔𝑤
𝑓𝑟𝑒𝑒

=
𝑇𝑡1
𝑞

𝑇𝑎𝑔𝑤
𝑄                (4) 

 ここで，𝑃𝑎𝑔𝑤
𝐹𝐼𝑋は固定活動選択確率，𝑁𝑎𝑔𝑤は年齢階

層𝑎，性別𝑔，職業𝑤の総人口，𝑁𝑎𝑔𝑤
𝐹𝐼𝑋は固定活動𝑃𝐹𝐼𝑋

の年齢階層𝑎，性別𝑔，職業𝑤の総人口，𝑃𝑎𝑔𝑤
𝑓𝑖𝑥
は固定

活動種別選択確率，𝑇𝑎𝑔𝑤
𝑝
は固定活動𝑃の年齢階層𝑎，

性別𝑔，職業𝑤の総トリップ数，𝑇𝑎𝑔𝑤
𝑝
は固定活動種

類𝑝の年齢階層𝑎，性別𝑔，職業𝑤の総トリップ数，
𝑃𝑎𝑔𝑤
𝐹𝑅𝐸𝐸は自由活動選択確率，𝑁𝑎𝑔𝑤

𝐹𝑅𝐸𝐸は自由活動𝑃𝐹𝑅𝐸𝐸

の年齢階層𝑎，性別𝑔，職業𝑤の総人口，𝑃𝑎𝑔𝑤
𝐹𝑅𝐸𝐸は自

由活動種別選択確率，𝑇𝑎𝑔𝑤
𝑄
は活動分類𝑄の年齢階層

𝑎，性別𝑔，職業𝑤の総トリップ数，𝑇𝑡1
𝑞
は活動内容𝑞

の𝑡1時のトリップ数である． 

b) 目的地選択モデル 

 人口指標や経済指標を説明変数とする多項ロジッ

トモデルを用いて目的地を決定する． 

𝑃𝑑𝑒𝑠𝑡 =
𝑒𝑉𝑖

∑ 𝑒𝑉𝑖𝑖
               (5) 

𝑉𝑖 = ∑ 𝑎𝑘𝑋𝑖 + 𝑏𝑘              (6) 
ここで𝑃𝑑𝑒𝑠𝑡は目的地選択確率，𝑉𝑖は個人𝑖の効用関

数，𝑋𝑖は説明変数，𝑎𝑘 , 𝑏はパラメータである．また

目的地選択をするにあたり学校等の目的別の目的地

集合を作成し，その中での確率を決定する． 

c) 活動開始・継続時間モデル 

 AD データより活動開始時刻，活動継続時間を算

出し，得られた割合に基づき，モンテカルロ法によ

り決定する．活動開始時刻を(7)，活動継続時間を

(8)に示す． 

𝑃𝑠𝑡 =
𝑇𝑤𝑡1

𝑝

𝑇𝑤
𝑝                 (7) 

𝑃𝐷𝑇 =
𝑇𝑤𝑡1𝑡2

𝑝

𝑇𝑤𝑡1

𝑝                (8) 

ここで𝑃𝑠𝑡は活動開始時刻選択確率，𝑇𝑤
𝑝
は就業状態

𝑤，活動内容𝑝のトリップ数，𝑇𝑤𝑡1
𝑝
は就業状態𝑤，活

動内容𝑝の𝑡1時におけるトリップ数，𝑃𝐷𝑇は活動継続

時刻選択確率，𝑇𝑤𝑡1𝑡2
𝑝

は就業状態𝑤，活動内容𝑝の𝑡1
時に𝑡2時間活動したトリップ数である． 

d) 交通機関選択モデル 

 AD データより，車・公共交通・送迎と歩行者系

（徒歩・自転車）の割合を算出し，その割合をもと

に選択肢集合を割り当てる．その後，それぞれの選

択肢集合に対して個人・世帯属性，トリップ属性等

を説明変数とする多項ロジットモデルを用いて交通

手段の決定を行う．車・公共交通・送迎についての

式を(9)，(10)，歩行者系（徒歩・自転車）について

の式を(11)，(12)で示す． 

𝑃𝑗𝑖 =
𝑒
𝑉𝑗𝑛

∑ 𝑒
𝑉𝑗𝑛

𝑗∈𝐴𝑛

, (𝑗 ∈ 𝐴𝑛)             (9) 

𝑉𝑗𝑖 = ∑ 𝜃𝑘𝑘 𝑋𝑗𝑛𝑘 , (𝑗 ∈ 𝐴𝑛)         (10) 

𝑃𝑙𝑖 =
𝑒𝑉𝑙𝑛

∑ 𝑒𝑉𝑙𝑛𝑙∈𝐴𝑛
, (𝑙 ∈ 𝐴𝑛)            (11) 

𝑉𝑙𝑖 = ∑ 𝜃𝑘𝑘 𝑋𝑙𝑛𝑘 , (𝑙 ∈ 𝐴𝑛)         (12) 

ここで𝑃𝑗𝑖 , 𝑃𝑙𝑖は交通機関選択確率，𝑉𝑗𝑛 , 𝑉𝑙𝑛は個人𝑛

の交通機関 𝑗, 𝑙の効用関数，𝜃𝑘はパラメータ，
𝑋𝑗𝑛𝑘 , 𝑋𝑙𝑛𝑘は個人𝑛の交通機関𝑗, 𝑙の効用を表す要因で

ある． 

 

6. おわりに 

 

 本研究では，交通施策の評価や目標値の妥当性を

検証するために，マイクロシミュレーションと統合

するための交通モデルの要件整理と交通モデルの基

本的な構造の検討を行った．その結果アクティビテ

ィベースモデルが最も適していると結論づけられ，

その推定フローや処理方法についての検討を行った． 

 今後は，時間的な制約等を考慮した詳細な処理に
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ついての検討を行うとともに，実都市を対象とした

具体的なモデルの構築や交通施策を対象とした評価

を行ってゆく予定である． 
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